



　「労働は商品ではない」（labour is not a commodity）は，1944年，国際労働
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⑽　Paul O’Higgins, ‘Labour is not a Commodity’ ‒ an Irish Contribution to International Labour 
Law, 26 Industrial Law Journal 225 (1997).
⑾　この点を鋭く指摘するものとして，菊池勇夫「『労働は商品ではない』の基本原則につついて」
『九州大学産業労働研究所報』64・65合併号（1975年）11頁がある。
⑿　Paul O’Higgins, ob.cit., p.230.
⒀　この経緯につては，J. T. Shotwell（ed.）, The Origin of the International Labor Organization,






⒁　Edward Phelan, ‘The Contribution of the I. L. O. to Peace’, International Labour Review June 
1948 p.6.
⒂　この点を指摘するのが，Alan Supiot, Critique du Droit du Travail （Paris 1994）である。同書
の解説・紹介としては，大内伸哉・『国家学会雑誌』第109巻７・８号（1996年）765頁以下，矢
野晶浩「労働法の規制緩和と労働法の法主体─A・シュピオの所説から」『早稲田法学』第75巻
３号（2000年）107頁以下，水町勇一郎『労働の変容と再生─フランス労働法制の歴史と理論』（有
斐閣，2001年）211頁以下。以下の叙述は，シュピオの所説から多大の示唆を受けている。
⒃　ドイツ近代市民法学の始祖であるサヴィニーは，ローマ法における労務の賃貸借法理を克服
し，労働契約の基本的性格を人法（personenrecht）の関係として定義することで労働者の人格
的保護をはかろうとしたという。この点に関しては，米津孝司「企業社会の変容と労働契約法」
『法の科学』第38号（2007年）81頁以下参照。
⒄　米津・注（16）88頁。
⒅『注釈民法・債権（7）』（有斐閣，1977年）51頁（幾代通執筆）。
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